令和２年度脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務応募様式
※ 本公募は、令和２年度予算の成立が前提となるものです。このため、今後、
内容等が変更になる場合があることをあらかじめご了承願います。
必要に応じてページを分割したり、参考資料の添付を行ってください。
（１）

	応募事業の内容

	1. 応募者
	（和名）
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。
※　同内容を（別添３）応募事業概要書（日本語版）へ記載してください。

	
	（英名）

※　この欄の記載内容は、採択後に公表します。
※　同内容を（別添３）応募事業概要書（英語版）へ記載してください。

	
	（共同応募者和名）
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　同内容を（別添３）応募事業概要書（日本語版）へ記載してください。

	
	（共同応募者英名）
※　この欄の記載内容は、採択後に公表します。

※　同内容を（別添３）応募事業概要書（英語版）へ記載してください。

	2. 対象分野

(対象に○)
	省エネルギー、再生可能エネルギー、廃棄物処理、交通インフラ、制度構築支援、フロン回収・破壊、その他（※分野を記載）
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　同内容を（別添３）応募事業概要書（日本語版・英語版）へ記載してください。

	3. 対象国、都市や地域
	※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　同内容を（別添３）応募事業概要書（日本語版・英語版）へ記載してください。

	4. 事業期間
(対象に○)
	①平成31年度（令和元年度）・令和２年度・令和３年度（＊カ年）
②令和２年度・令和３年度・令和４年度（＊ヵ年）
※過年度に応募している案件は、過年度応募年度も含め、①に○をつけてください。
※対象年度に○をつけ、＊に年数を記載してください。

	5. 事業概要
	（和名）
※　この欄の記載内容は、採択結果公表時に公表します。

※　同内容を（別添３）応募事業概要書（日本語版）へ記載してください。

	1� 
	（英名）
※　この欄の記載内容は、採択後に公表します。
※　同内容を（別添３）応募事業概要書（英語版）へ記載してください。

	6. 
	1. 応募事業の概要、実現可能であることの背景・根拠、他地域への水平展開可能性等について記載してください。


	7. 
	2. 応募事業における日本の都市の役割、対象都市との都市間連携の現状と、都市間連携の活用による対象都市への裨益等について記載してください。

	8. 
	3. 応募事業及び都市間連携の活用を通じて、JCM設備補助事業の活用、または事業化を前提にした目標及び戦略について明確に記載してください。

	9. 
	4. 応募事業の国内外のステークホルダーの妥当性、信頼性(与信、財務の健全性等)、事業への興味・関心度合い等について記載してください。またそれぞれのステークホルダーからの関心表明レターの有無にも言及してください。


	10. 
	5. 応募事業における本邦技術の活用可能性、その優位性等について記載してください。

	11. 応募事業
見積費用合計
	　　　　　　年間　　　　　　　　　　　　百万円(税込)
※詳細は別添２に記載してください。

	
	· 調査を想定しているプロジェクトが実現した際、１年間にどの程度の温室効果ガス（GHG）、エネルギー起源二酸化炭素削減効果が見込めるかについて、定量的に記載してください。
削減効果を算出する方法及びデータの根拠についてもあわせて記載してください。
事業開始年度に合わせて年度表記は適宜変更のうえ、事業開始年度から５カ年の計画を記載してください。
（削減効果見込み）
年度
令２年
(2020)
令３年
(2021)
令４年 (2022)
令５年
(2023)
令６年
(2024)
累計


法定耐用年数

費用対効果

 補助申請予定額(百万円/年)
①
④
GHG削減量

(ｔ-CO2/年)
②
(1 /(年間削減量)/④)×1,000,000(単位：円)
エネルギー起源二酸化炭素削減量

(ｔ-CO2/年)
③
(1 /(年間削減量)/④) ×1,000,000(単位：円)
（削減効果の算出方法）




	（２）事業実施体制

	1. 応募事業の調査の進め方のタイムスケジュールが分かるように記載してください。
全調査の作業工程をガントチャート形式で作成してください。（案件採択された場合は、当該ガントチャートで進捗管理、スケジュール管理表を行います）

	2. 配置予定の管理技術者の経歴、手持ち業務、及び配置予定の管理技術者の組織としてのサポート体制、応募事業者組織内の応募事業の調査体制図等について記載してください。

	3. 配置予定の経理担当者の経歴、資格の有無（公認会計士、税理士、建設業経理事務士、等）、手持ち業務、及び配置予定の経理担当者の組織としてのサポート体制、応募事業者組織内の経理業務体制図等について記載してください。



	（３）応募者情報

	応募事業実施代表者（1名のみ）

	所属機関・部署
	

	役職・氏名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	

	応募事業実施担当者（1名のみ）

審査期間中、ヒアリング日時の連絡、確認事項、選定後の連絡を行います。

	所属機関・部署
	

	役職・氏名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	

	経理担当者（1名のみ）

	所属機関・部署
	

	役職・氏名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	


令和２年　月　日
法 人 名：
代 表 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

事 業 名：
令和２年度脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務応募書類受領書
(応募者控)
標記の件、以下の必要書類を受領致しました。
1. 応募様式（別添１）

2. 調査事業概要
3. 本邦自治体と海外自治体間の支援・協力・案件調査等の取組実績
4. 本邦自治体と海外自治体間の支援・協力・案件調査等の事業計画
5. 経費内訳書（別添２）

6. 応募事業概要書（別添３）

7. 団体概要（様式任意）　

8. ＪＣＭ事業採択実績（過去３年以内）（様式任意）
9. 組織の環境マネジメントシステム認証取得状況
10. 組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況
11. ステークホルダーからの関心表明レター及びその和訳

12. Project Idea Note for the Study（別添４）
13. 平成31・32・33年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「調査・研究」、又は令和01・02・03年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「調査・研究」において、応募書類等の提出期限までに、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付されている者であること。
14. 必要書類を保存した電子媒体（DVD-R等）
15. その他の必要書類
（注）法人名・代表名・事業名を記載の上、応募に必要な書類とともに、１部提出ください。
令和２年　月　日

法 人 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代 表 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
事 業 名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
令和２年度脱炭素社会実現のための都市間連携事業委託業務応募書類受領書
 (環境省控)
標記の件、以下の必要書類を受領致しました。
1. 応募様式（別添１）

2. 調査事業概要
3. 本邦自治体と海外自治体間の支援・協力・案件調査等の取組実績
4. 本邦自治体と海外自治体間の支援・協力・案件調査等の事業計画
5. 経費内訳書（別添２）

6. 応募事業概要書（別添３）

7. 団体概要（様式任意）　

8. ＪＣＭ事業採択実績（過去３年以内）（様式任意）
9. 組織の環境マネジメントシステム認証取得状況

10. 組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況
11. ステークホルダーからの関心表明レター及びその和訳

12. Project Idea Note for the Study（別添４）
13. 平成31・32・33年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「調査・研究」、又は令和01・02・03年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「調査・研究」において、応募書類等の提出期限までに、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付されている者であること。
14. 必要書類を保存した電子媒体（DVD-R等）

15. その他の必要書類
（注）法人名・代表名・事業名を記載の上、応募に必要な書類とともに、１部提出ください。
別添１





環境省 地球環境局 国際連携課


国際協力・環境インフラ戦略室


TEL：０３－３５８１－３３５１（内線：６７０８）





受領日時：


署    名：





環境省 地球環境局 国際連携課


国際協力・環境インフラ戦略室


TEL：０３－３５８１－３３５１（内線：６７０８）





受領日時：


署    名：
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